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１ 建築基準法の概要
1-3 最近の改正内容

〇住宅の採光規定の見直し

住宅の居室に必要な採光に
有効な開口部面積を合理化
し、原則1/7以上としつつ、
一定条件のもとで1/10以上
まで必要な開口部の大きさ
を緩和

（令和5年4月1日施行）

出典：
国土交通省ＨＰ
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/r4kaisei_document.html

改正建築物省エネ法及び改正建築基準法等の解説資料
https://www.mlit.go.jp/common/001609657.pdf
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１ 建築基準法の概要
1-3 最近の改正内容

〇耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化

建築物への部分的な木材利用の促進を図るため、耐火性能が要求される主要構造部のうち、
強化された防火区画内においてあらわしの木造で設計が可能

（令和6年4月1日施行）

出典：国土交通省ＨＰ 改正建築物省エネ法及び改正建築基準法等の解説資料 https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf 2



７ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）の概要
7-4 最近の改正内容

2050年カーボンニュートラル、2030年度温室効果ガス46%削減（2013年度比）の
実現に向け、エネルギー消費量の約3割を占める建築物分野での省エネ対策を加速させ
るため、建築物省エネ法、建築基準法、建築士法、独立行政法人住宅金融支援機構法の
4つの法律が令和4（2022）年6月に改正。

出典：国土交通省ＨＰ 改正建築物省エネ法及び改正建築基準法等の解説資料 https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf 

令和7年4月1日全面施行
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（ポイント）

〇建築確認・検査の対象となる建築物の規模の見直し

〇小規模木造建築物に係る壁量基準等の見直し

〇二級建築士等の業務独占範囲の見直し
出典：国土交通省ＨＰ 改正建築物省エネ法及び改正建築基準法等の解説資料

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf 

７ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）の概要
7-4 最近の改正内容
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